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研究開発の概要
１．研究開発の背景・目的

✓ 多くの地域で地域共生型・地域裨益型の脱炭素を達成し、地方創生につながる取組を促進
✓ 地域の省エネルギーの実現…に貢献するとともに、災害時のレジリエンス強化やエネル

ギーの地産地消等を後押し
✓ 複数の需要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行うことで、再生可能エネルギー熱

の導入拡大

①ポテンシャル評価手
法の高度化

⚫地域の地中熱利用可能性の可視化

➁システム最適化技術
開発

⚫OL式地中熱HPシステム導入判断支援

③地方版再エネ熱
面的利用モデル構築

⚫行政課題・地域課題の解消を目的

⚫面的熱利用事業の企画・事業化支援

再エネ熱普及・利用ガイドライン
地中熱

再エネ熱

背景
我が国の脱炭素・エネルギー政策の実現のため、地域・地方に着眼した再
エネ熱利用が必要

課題
熱需要密度が高い都市域・産業圏に比べると、地方では面的熱利用・再エ
ネ熱導入は鈍重

目的
地方における再エネ熱導入・面的利用のためのツール（共通基盤技術）開
発・仕組みづくり

着眼点
「いつでも・どこでも利用できる」という大きなメリットを有する地中熱
を基幹的熱源とし、面的利用が有望な太陽熱・バイオマス熱等も考慮した
「再エネ熱導入支援技術」を開発

第7次エネ
基より抜粋



➂地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成
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地方における再エネ熱面的利用促進に資する導入支援技術の開発

２．研究開発項目

➁ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌﾟ式：水質を考慮したｼｽﾃﾑ最適化技術開発

地中熱以外の再エネ熱に関する
ポテンシャル情報・導入事例

➀ｸﾛｰｽﾞﾄﾞﾙｰﾌﾟ式：ポテンシャル評価手法の高度化

１）地方版再エネ熱面的利用モデルの構築
２）地域・熱利用条件に応じた地中熱利用システム判断支援技術の開発
３）再エネ熱普及・利用ガイドラインの作成

1）ポテンシャル情報の空間解像度向上技術の開発
2）既存地下水ﾓﾃﾞﾙ等を活用したﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ概略評価技術の開発
3）CL式の面的利用を想定した多用途対応型ﾏｯﾌﾟ作成技術の開発  

1）地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発
2）OL式長期運用コスト評価に資する還元実験の実施

B市 A市

C町

B市 A市

C町
空間解像度

向上

従来マップ 高度化マップ

地中熱ポテンシャル情報の空間解像度向上イメージ 還元実験の模式図

太陽熱・木質バイ
オマス等の情報・
事例収集日射量マップ

ガイドライン
（イメージ）



ヒアリング

NEDO

開発項目：① CL式：ポテンシャル評価手法の高度化
② OL式：水質を考慮した最適化技術開発
③ 地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成

研究実施場所：福島再生可能エネルギー研究所（郡山市）・つくばセンター（つくば市）

秋田大学
（秋田県秋田市）

岐阜大学
（岐阜県岐阜市）

金沢大学
（石川県金沢市）

埼玉県環境科学国際センター
[CESS]（埼玉県加須市）

静岡県環境衛生科学研究所
（静岡県藤枝市）

北海道立総合研究機構
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再委託

意見・協力

意見・協力 ヒアリング

産業支援機関
※都道府県単位

業界団体
※熱源・地方単位

民間企業

産業技術総合研究所

委託

研究開発統括責任者
・所属 ：産業技術総合研究所
・役職名：研究チーム長
・氏名 ：冨樫 聡

指示・協議

テーマ① テーマ② テーマ③

赤枠はテーマ
③も担当
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研究開発の実施体制

２．研究開発項目

社会実装／行政支援を念頭に置き『公設試３機関』と協働



地域における再エネ熱の
面的利用ネットワーク形成

CL式の面的利用を想定した多
用途対応型  ﾌﾟ作成技術の開発

3)

⚫ 面的利用の機会増加により多様な施設側
用途に対応可能なマップが必要

⚫ 開発技術により多様な熱負荷条件を考慮
可能な多用途対応型マップを提案可能に

既存地下水モデル等を活用した
 ﾟﾃﾝｼ ﾙ概略評価技術の開発

2)
ポテンシャル情報の空間解像度
向上技術の開発

1)

従来マップ 開発技術適用

マップ情報高解像度化
技術の開発

⚫ 従来マップの解像度では市町村単位の政
策立案に支障が出るケースも

⚫ 開発技術により市町村単位での地中熱利
用の事業性評価精度向上・導入判断支援

⚫ ポテンシャルマップ整備エリアが限定的

⚫ 既存地下水モデル、地質・地下水調査結
果等から面的データ取得技術を開発

⚫ 開発技術により地中熱ポテンシャルマッ
プの国内整備エリア拡大を実現

（冨樫ほか,2017）

過去の行政業務で作成
された地下水モデル

「マップ情報高解像度化技術」を適用するための
データ抽出・処理・フォーマット整備技術開発

ポテンシャル未評価エリアでマップ整備可能に

地下水面

地
下
水
環
境
を
決
定
す
る
因
子

自然界の
地下水環境

地形・標高

地質

河川

土地利用

井戸
分解

・
・
・

地形データ等を用いた
地下水面分布推定モデル作成

関係に
着目

地形ＡＩ解析

入力層

中間層

出力層

出力
（地下水面）

  ｰ ﾙ  ﾄ ｰｸ ﾃﾞﾙの概念図

入力(地形 標高など)

既往調査より得られた
地質・地下水データ

開発技術適用

（Shrestha et al.,2023）

従来マップは

戸建・空調

開発技術適用

多様な熱源負荷を考慮
可能な代理モデル構築

多用途対応型マップに拡張
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研究項目別の開発内容

３．研究開発の内容

開発項目➀ クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

成果：各テーマの開発技術
意義：青字箇所参照
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研究項目別の開発内容

３．研究開発の内容

開発項目② オープンループ式：水質を考慮した最適化技術開発

地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発1) OL式長期運用コスト評価に資する還元実験の実施2)

⚫ OL式普及には地下水質に起因する運用リスクの事前把握が肝要

⚫ 地下水質情報に基づくOL式導入判断ロジックを開発し、適切な
OL式システムのタイプ分類を支援

⚫ 開発技術により、地下水質処理コストを考慮した事業性評価
（CL式との経済性比較）・導入判断支援に寄与

⚫ 今後想定されるOL式の選択機会増加に伴い、不確実性の高い還
元井メンテナンス費用も考慮可能なOL式システム長期運用コス
トの推定手法が必須・重要技術

⚫ 「圧力制御下における透水カラム実験」と「還元井フィールド
実験」を踏まえた技術開発によりOL式システム最適化に寄与

P ？

サイト別の地下水質情報

開発技術適用

軟水化
装置

プレート型
熱交換器

イオン交
換樹脂

採用

決定木分析による

OL式タイプ最適化技術

OL式とCL式の経済性比較

サイト条件に適する
地中熱利用システム選択地質由来の地下水質

変化プロセス考慮

揚水井

水処理装置

T

還元井

C

F

F

圧力センサ1（キーエンス AP-12S）

圧力センサ2（キーエンス AP-13S ）

流量センサ（キーエンス FD-H32）

C 水質センサ（HORIBA WQ-300）

O2

細粒物質

カラム

T

WP1

C

WP2

井戸ポンプ1

W
P

1

P1

P2

P2P1

T 温度センサ

P1

P2

WP1 井戸ポンプ2（テラルTHP6-256S）

設置した実験装置の概念図

成果：各テーマの開発技術
意義：青字箇所参照
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研究項目別の開発内容

３．研究開発の内容

開発項目③ 地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成

再エネ熱普及・利用ガイドラインの作成3)

地方版再エネ熱面的利用モデルの構築1)

地域・熱利用条件に応じた地中熱利
用システム判断支援技術の開発

2)

◼ 地域課題解決や
産業創出に寄与

◼ 先行事業、新事
業を含めてモデ
ルを選定

◼ 対象とする事業
者は行政／公益
性の高い事業体
を想定

再エネ熱面的利用
事業の構想・企画

事業性評価

需給量評価
再エネ熱供給条件

◼ ポテンシャル／
利用可能性に関
する情報

熱需要条件

開発項目①・②成果を含む

⚫ 地域特性を考慮して再
エネ熱利用の在り方が
示された技術書は皆無

⚫ 地域の課題解決や産業
創出に寄与する事業モ
デルが必要

⚫ 事業モデル評価のため
の方法論（需給量・事
業性等）を技術開発

⚫ 本開発技術は再エネ熱
利用事業化のためのガ
イドラインの基幹部に

地域特性に即する経済合
理性を確保した事業設計

方
法
論
を
技
術
開
発

地方都市工業団地 小規模施設集中立地域

農林水産業施設集積地域 先行事業（地中熱利用）

⚫ 地中熱利用システム判断支援技術開発として、
開発項目①・②の成果活用方法／新規マップ整
備方法を整理

⚫ 開発技術により、①・②で開発した要素技術の
社会実装（技術の利活用）を推進

⚫ 持続可能な地域社会運営のための再エネ熱利用事業の創出
支援を目的とする「再エネ熱普及・利用ガイドライン」を
作成

⚫ 本ガイドラインが、行政担当者等に実際に&長く利用され
るものとなることが、本プロジェクトにおける最重要事項

（郡山市提供）

（八幡浜市提供）

（道総研作成）

ガイドライン
（イメージ）

成果：各テーマの開発技術
意義：青字箇所参照
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研究開発項目別の目標（時点別目標）

４．研究開発の目標・スケジュール

中間目標
（３年終了時点を想定）

最終目標
（５年終了時点を想定）

➀
CL式：ポテン
シャル評価手
法の高度化

⚫ ポテンシャル情報の空間解像度向上技
術開発：モデル地域（２地域）への試
行的適用

⚫ 既存地下水モデル等を活用したポテン
シャル概略評価技術の開発：モデル地
域（２地域以上）への試行的適用

以下共通基盤技術の開発を完了
1) CL式：ポテンシャル評価手法の

高度化技術

➁
OL式：水質を
考慮したシス
テム最適化技

術開発

⚫ 地下水質を考慮したOL式導入判断に資
する決定木分析の実施：モデル地域
（2地域）への試行的適用

⚫ 長期運用コスト評価に資する還元実験
の実施：2ケース

以下共通基盤技術の開発を完了
1) OL式：水質を考慮したシステ

ム最適化技術の開発

➂
地方版再エネ
熱面的利用モ
デル構築とガ
イドライン作

成

⚫ 地方版再エネ熱面的利用モデル案の提
示・検討：５件

⚫ 再エネ熱普及・利用ガイドラインの作
成の骨子検討

以下共通基盤技術の開発を完了
1) 地方版再エネ熱面的利用モデル

の構築
2) 地域条件・熱利用条件に応じた

システム判断支援技術の開発
3) 再エネ熱普及・利用ガイドライ

ンの作成



開発ポイント（１）実験計画法による必要熱交換器長さ推定式の作成
開発ポイント（２）数値シミュレーション結果の平均化方法（深度方向）

（Shrestha et al.,2023）

広域３次元地下水流動・熱輸送モデル
による数値シミュレーション結果

Thermal Conductivity

          (W/m/K)

1.366 - 1.418

1.418 - 1.470

1.470 - 1.522

1.522 - 1.573

1.573 - 1.625

1.625 - 1.677

1.677 - 1.728

1.728 - 1.780

1.780 - 1.832

有効熱伝導率
λe

Darcy Velocity

    (m/day)

          - 0.0014

0.0014 - 0.0033

0.0033 - 0.0050

0.0050 - 0.0066

0.0066 - 0.0084

0.0084 - 0.0107

0.0107 - 0.0140

0.0140 - 0.0194

0.0194 - 0.0267

Subsurface 

Temperature (oC)

13.9 - 14.2

14.2 - 14.5

14.5 - 14.8

14.8 - 15.1

15.1 - 15.4

15.4 - 15.7

15.7 - 16.0

16.0 - 16.3

16.3 - 16.6

ダルシー流速
v

地下温度
T

λe

T

vNLGHE

数値モデル

必
要
熱
交
換
器
長
さ
推
定
式

従来マップ 高度化技術適用

（検討中）

（Shrestha et al.,2023）

高解像度化
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5.1 クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

５．研究成果（進捗概要）

開発ポイント（１）：実験計画法による必要熱交換器長さ推定式の作成
開発ポイント（２）：推定式へ代入する地域特性データの取得
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5.1 クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

５．研究成果（進捗概要）

実験計画法による推定式（応答曲面：近似関数）作成 & 推定値の取得イメージ

開発ポイント（１）実験計画法による必要熱交換器長さ推定式の作成

f (x1, x2)

x1

x2

❶実験データ

説明変数：２の場合のイメージ

f (x1, x2)

x1

x2

目的関数

説明変数

f (x1, x2)

x1

x2

❷定式化（曲面フィッティング）

応答曲面（近似関数）を生成
※双二次多項式、AIモデル等を適用

応答曲面
（近似関数）

代入値

代入値
推定値

説明変数に任意値を代入

※代入値は別途入手する現地パラメータ

❸応答曲面より推定値取得
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5.1 クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

５．研究成果（進捗概要）

開発ポイント（２）推定式へ代入する地域特性データの取得

簡
略
化

ボーリング
データ

数値

モデリング

平
均
化

土壌
粘土
砂

砂礫

礫

砂礫

粘土

砂

泥岩

粘土

礫

砂

泥岩

100m平均 50m平均 20m平均

平
均
す
る
と
「
砂
」
相
当

「
礫
」
相
当

「
砂
礫
」
相
当

2
0
m

5
0
m

1
0
0
m

平均化する深度によって値が変化

1
2
0
m

NL = f (λe , v , T)
必要熱交換器長さ

NL 推定式

どの平均値を代入すればよいのか？

NL100 = 60 m

NL50 = 45 m

NL20 = 50 m

100m平均値を用いて推定：NL100

50m平均値を用いて推定：NL50

20m平均値を用いて推定：NL20

n(m)平均値を用いて推定したNLn

e.g.

計算値NLnとnが

もっとも近い値

を採用

45ｍ

平均化方法（案）

※平均値は層厚加重平均で算出

地域特性をあわらす数値シミュレーション結果の平均化方法（深度方向）
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5.1 クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

５．研究成果（進捗概要）

必要熱交換器長さ推定式の作成手順
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5.1 クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

５．研究成果（進捗概要）

実験データの準備：代理モデル（方法１と方法２）の比較

推定式作成のために必要な実験データを多量に取得するため
代理モデルには【方法２】を採用
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5.1 クローズドループ式：ポテンシャル評価手法の高度化

５．研究成果（進捗概要）

【方法２】GSHP設計ツール（Ground Club Advanced）による実験データの準備

日本全国に適用可能な推定式とするために 1750ケースの
感度解析（実験データ取得）を実施中
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5.2 オープンループ式：水質を考慮したシステム最適化技術開発

５．研究成果（進捗概要）

１）地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発

⚫ OL式システム設計時に留意すべきこと
を地下水質を基にした決定木で表現

⚫ 事業者ヒアリング（現時点で４者）も
通じて暗黙知（経験知）を 形式知化

⚫ 下記２パターンの決定木を検討中
①詳細評価
高価な化学分析機器での測定を前提

②簡易評価
現場での簡易測定を前提

地下水質処理コストを考慮した事業性評価（CL式との経済性比較）・
導入判断支援を念頭に置き、引き続き検討をすすめる

決定木の指標（水質項目・閾値）の検討&事業者ヒアリングと並行して、
本支援技術を適用するためにモデル地域の地下水質データを取得中

開始

モデル地域の
水質データ収集・整理

決定木分析の
水質項目検討

連続揚水時の
水質データ収集・整理

水質に応じた
タイプ別の検討

経時変化の
要因分析

決定木の試作

決定木
入力データ

決定の
検証

終了



16

5.2 オープンループ式：水質を考慮したシステム最適化技術開発

５．研究成果（進捗概要）

１）地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発
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5.2 オープンループ式：水質を考慮したシステム最適化技術開発

５．研究成果（進捗概要）

１）地下水質を考慮したOL式導入判断支援技術の開発

⚫ コンソ内照査会において「現地データが限定される地域（海外も含む）に
適用可能な支援技術」もニーズありとの指摘

⚫ 詳細評価と同様に決定木を作成中



帯水層を構成する粒子の粒径、圧力、濁度、酸化還元状態、水処理装置の
有無をパラメータとする各種実験を実施中、目詰まり速度等を評価する
ためOL式システム還元井データを実測中
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5.2 オープンループ式：水質を考慮したシステム最適化技術開発

５．研究成果（進捗概要）

2）OL式長期運用コスト評価に資する還元実験の実施

• 実験地点の決定 （岐阜県羽島市正木町）

• 還元能力評価装置の設置

孔井掘削：2025/10/14～11/6
装置構築：2025/11/7～12/16
実験開始：2025/12/16

還元井掘削作業（2025/10/23撮影）

揚水井

還元井

各種装置

還元能力評価装置（2025/12/24撮影）



基本設計に基づき、自治体担当者の評価が高い既存手引き
を参考に目次（案）を作成 19

5.3 地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成

５．研究成果（進捗概要）

これまでに２６件の自治体・事業者ヒアリングを実施して、ガイドライン
に求める時以降や本事業への協力体制を構築

ヒアリングより明らかとなった「実践的なガイドラインに求める事項」

先行事例の
掲載

（事例集，事例DB）

使用
できる
補助金

事業の
スケ

ジュール

裨益の
数値化

（波及効果）

事業性概算精度が「実際と
乖離しすぎない程度」の

方法論

「再エネ熱普及・利用ガイドライン」の基本設計

ガイドライン利用者 ： 行政担当者、BtoG企業担当者
ガイドライン目的 ： 持続可能な地域社会運営のための再エネ熱利用事業の創出支援

具備すべき機能① ： 現場担当者にとって使いやすい・わかりやすい【実践的指南書】
とすること

具備すべき機能② ： 補助金獲得のための再エネ熱面的利用事業のデザインができること
②－１： 適切な方法論により定量的な事業採算性の根拠を導出できること
②－２： 地域性を生かした再エネ熱面的利用事業の企画を支援できること
②－３： 合理的&自立可能な再エネ熱導入シナリオ・事業を提示できること
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5.3 地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成

５．研究成果（進捗概要）

再エネ熱普及・利用ガイドラインの作成：目次（案）
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5.3 地方版再エネ熱面的利用モデル構築とガイドライン作成

５．研究成果（進捗概要）

再エネ熱普及・利用ガイドラインの作成：目次（案）
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６．まとめ

研究項目１
CL式：ポテンシャル評価手法

の高度化

研究項目２
OL式：水質を考慮した
システム最適化技術開発

研究項目３
地方版再エネ熱面的
利用モデル構築とガ
イドライン作成

課
題

課題①：必要熱交換器長さ推
定式の作成に必要な実験デー
タ取得には複数方法あり
課題②：推定式へ代入する地
域特性データとして「地域特
性をあわらす数値シミュレー
ション結果」の取得・平均化
方法（深度方向）

課題①：決定木の実務レ
ベルでの妥当性検証が課
題
課題②：OL運転データ
の取得・充足

課題①：ガイドライ
ンの使いやすさ・わ
かりやすさ、検討範
囲、他ツールとの違
いの明確化
課題②：複数の面的
モデルの検討

今
後
の
予
定

予定①：２つの代理モデルの
結果を比較し、実験データ取
得方法として問題がないこと
を確認。今後は実験データを
取得。
予定②：提案する平均化方法
の適用および検証。

予定①：決定木の項目と
閾値について事業者協議
を継続（設計ノウハウの
形式知化）
予定②：長期運用コスト
評価に資するデータ取
得・充足のため複数井戸
に水位・水質計を設置

予定①：継続的ヒア
リングでガイドライ
ン骨格を固め、目次
案を更新・確定
予定②：行政の協力
のもと優先度の高い
モデルから順次検討
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